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　【論文】
開かれた婚姻制度のための公共的理性
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 金野　美奈子 *
　婚姻は，多くの人々にとって生活の中心の一つであり価値ある人間関係を築く場であ
るだけでなく，物質的な生活からアイデンティティのあり方までその人のさまざまな側
面を規定しうる存在である．人々がどのように自らの婚姻を経験するかは，当該政治社
会が婚姻という領域をどのように位置づけ，規定し，その関係を支え，また規制するか，
つまり「婚姻制度」に大きく影響を受ける．政治社会が婚姻をどのように制度化すべき
かをめぐっては，それぞれの時代に応じて，議論と変革が繰り返し行われてきた．近年
においてもまた，日本の文脈では夫婦別姓，またより広い文脈においては同性婚や複婚
（ポリガミー）など，オルタナティヴな婚姻制度をめぐる議論が活発になっており，ま
た制度的変革も一定程度進展してきている．
　では実際，私たちには「伝統的」なものとは異なるオルタナティヴなパートナーシッ
プのあり方を婚姻制度に包摂すべき理由があるのだろうか．リベラリズムはこの問いに
肯定的に答えようとしてきた代表的な立場だが，従来の議論は多元社会の公共的議論と
して決定的な不十分さを抱えており，伝統的な家族を擁護する立場との間の相克を乗り
越えられているとはいえない．ジョン・ロールズによってもっとも包括的に提案された
政治的リベラリズムとその中心理念である公共的理性は，生き方に関する価値観の多様
性を前提とする社会において，人々に共通に受け入れられうるものとしてオルタナティ
ヴなパートナーシップを婚姻制度に包摂する議論を構築しうる可能性を示唆する．本稿
はその枠組みに基づき，より開かれた婚姻制度を擁護する議論を素描する試みである．
リベラルな政治社会の市民によって共通に受け入れ可能な公共的意味ないし価値の観点
から婚姻制度をとらえることで，オルタナティヴなパートナーシップ関係もまた適切に
議論の俎上に乗せることができる．
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1　婚姻制度と非伝統的パートナーシップ
　婚姻は，多くの人々にとって生活の中心の一つであり重要な人間関係を築く場であるだけでな
く，物質的な生活からアイデンティティのあり方まで人々のさまざまな側面を規定しうる存在で
ある．人々が婚姻と考える営み自体は社会的制度のあり方と離れて存在しうる一方で，婚姻に関
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する人々の実際の経験は，政治社会が婚姻という領域をどのように位置づけ，規定し，その関係
を支え，また規制するか，つまり婚姻制度の様態に大きな影響を受ける．
　政治社会が家族をどう理解すべきかをめぐっては，それぞれの時代にあった家族の姿を求めて，
議論と変革が繰り返し行われてきた．近年においてもまた，日本の文脈では夫婦別姓，またより
広い文脈においては同性婚や複婚（ポリガミー）など，オルタナティヴな婚姻制度をめぐる議論
が活発になっている 1) ．
　これらの議論は，一般に 2 つの立場の対立という形をとる．一方にあるのは，現在の家族制
度をより多様な家族の形に対して開くよう求める議論である．それらは典型的には，多様な生き
方を追求する自由，さまざまな生き方を追求する個々人の間の平等や諸権利，人々の多様な生き
方に対する制度の中立性，といったリベラルな諸価値を掲げる．他方，このような動きに反対す
る立場からは，社会の伝統や家族の本質的価値の名による議論がなされる．リベラルな立場から
は，「人々の生き方の選択肢を増やす」ことが望ましいのは自明の理であり，自分たちは新しい
家族の選択肢をあらゆる人に押し付けようとなどしていないのにそれに反対する立場は，「頑迷
な保守主義」以外の何物でもないようにみえる．逆に，その社会にとっての家族の意義や伝統を
重視する立場からすれば，リベラルな立場は個々人の利益や権利を言い募るだけで，社会の重要
な基礎である家族を軽視し，ひいては家族の領域そのものを破壊するものと映る．「家族の多様
化をめざすリベラル」対「家族の本質を守ろうとする伝統主義」という対立の構図は，オルタナ
ティヴな家族をめぐるさまざまイシューに共通にみられ，平行線をたどってきた．
　しかし，オルタナティヴな家族をめぐる議論は，本当にこの 2 つの立場に集約されざるを得
ないのだろうか．多様性そのものの根拠なき擁護でも，家族の本質に関する正しい理解を標榜す
る主張でもなく，リベラルな政治社会の一員としての市民が価値観の相違を超えて支持しうる，
より公共的な議論はできないだろうか．本稿は，ジョン・ロールズによってもっとも包括的に提
出された公共的理性の理念（Rawls 1997=1999）に沿ったひとつの試論を素描することで，こ
の問いに肯定的に答えようとする試みである．
ただし，本稿の焦点はオルタナティヴな家族をめぐる公共的理性からの議論の一般的な可能性を
示すことにあり，夫婦別姓や同性婚など，具体的なオルタナティヴについてどのように考えるこ
とができるかという点については踏み込まないことをお断りしておく．個々のイシューについて
具体的に考えていくためには，実際には，それぞれに特化した議論が別に行われる必要があるの
は言うまでもない．
2　公共的理性
　オルタナティヴな婚姻関係の制度的包摂の問題を，公共的理性の観点から論じるとはどういう
ことか．ここでは同性婚の制度化をめぐる，上でみたリベラルな多様化論と家族の本質論という
典型的な二種の議論との対比でおさえておく．
　リベラルな諸価値に訴えて同性婚の制度化が擁護されるとき，その議論は典型的には次のよう
な形をとってきた．それによれば，婚姻制度の存在意義は通常，カップルの正当かつ重要な利益
に資することにあると解される．多くの同性カップルにとっての利益は異性カップルにとっての
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利益と共通であることから，婚姻制度への包摂は異性カップルの利益に寄与するのと同じように，
同性カップルの利益にも寄与する．だとすれば，婚姻制度の対象を異性カップルだけに制限する
ことは平等という価値の否定となる．異性カップルと同性カップルの平等が否定されるとすれば，
それは特定の善の構想（たとえば異性間関係や生殖可能なカップル関係の道徳的優位性の信念な
ど）の下でしかありえず，リベラルな政治文化を有する社会では国家が特定の善の構想を奨励し
たり，国家の行為を特定の善の構想によって正当化したりすることはできない．したがって，婚
姻制度は同性カップルも婚姻関係に入れるように，変革されなければならない 2)．
　リベラルな政治文化において，このような議論には一定の説得力があると思われるかもしれな
い．しかし，婚姻制度はオルタナティヴなパートナーシップを包摂すべきと主張する公共的議論
として，十分なものとはいえない．ここには，婚姻の意味ないし価値，つまり政治社会は婚姻に
どのような意味や価値を見出して制度化しようとするのかについての説明が欠けているからであ
る．
　リベラルな議論は寧ろ，このような問題設定を積極的に回避してきた．婚姻家族の意味を問題
にすることは結局，家族の「本質」を問題にすることであり，多様な価値観が共存する政治社会
における公共的議論の対象にはふさわしくないという理由からである（e.g. Young 1995）．家族
の本質という問いを立てることは「家族の本質主義的理解」を帰結し，「家族の本質主義的理解」
は，その本質を体現するとみなされる家族以外の多様な家族を婚姻制度から排除することにつな
がる，というのである．そのためリベラルな議論は，家族の側からではなく，リベラルな民主主
義社会における共有価値である個々人の自由や権利，利益の側から議論しようとする．
　しかし，オルタナティヴなパートナーシップをめぐる議論にとって，婚姻の意味という問いは
避けて通れない．もしも婚姻が婚姻であるためにある特定の形を要求するならば，たとえ人々の
自由や権利という観点から家族制度の問題を論じるとしても，人々がもつのは「そのような特定
の形の」家族となる自由であり，権利だということになるからである．例えば，もし婚姻が婚姻
であるためにはそれが異性間のものでなければならないということが示されたなら，たとえ同性
カップルが婚姻制度から「排除」されるとしても，それは何ら不当な排除ではないことになる．
問題は，私たちがこの婚姻という制度の意味や価値をどう理解するかにある．
　公共的理性が着目するのは，リベラルな政治社会の自由で平等な市民としての私たちの視点か
らみた，婚姻制度の意味であり価値である．言い換えれば，私たちの政治社会はなぜ，婚姻を私
的実践でしかありえないものとするのではなく，あえて制度化するのかを問うのである．ここで
問われている意味や価値は，婚姻が包括的な世界観を生きる各個人にとってもつ意味や価値とは
別の位相に想定されている．私たちは婚姻という制度によって，どのような公共的価値をサポー
トしようとしているのだろうか．
　もちろん，この問いは政治社会が婚姻を制度化することを前提とした問いであり，その前提自
体を疑うこともできる．婚姻を政治社会からの介入を受けない自己決定の領域とすることによっ
てこそ，自由な関係を保障し，人間関係の豊かな可能性に開かれたものとしうるというのも，一
つの立場である．このような立場に立てば，フェミニズムなどからこれまでにもたびたび提案さ
れてきたように，政治社会のとるべき道は婚姻関係を完全に私的契約に委ねることだということ
になるだろう．政治社会が婚姻を制度化する公共的理由という問いは，このような立場をあらか
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じめ排除するものではない．政治社会が婚姻の制度化によって具現化しうる公共的意味や価値を
探求することは，そもそも婚姻が制度化に値するものかどうかの判断材料を，市民としての私た
ちが探求するということでもある．
　また，個々の包括的教義を生きる個人にからみた婚姻の意味や価値は，市民にとっての婚姻の
意味や価値とは当然，異なっていてよい．たとえば，制度化された家族関係に入ることは，同じ
関係に入る他者に対してパブリックに責任を負うことであり，そのこと自体がパートナーへのコ
ミットメントの証として了解されるとみる人もいるだろう．あるいは，特定の他者への長期的な
コミットメントには人生を豊かにする積極的価値があると信じるが，そのような関係性を維持す
るための個々人の力量には限界があると自覚する立場からは，関係の維持が完全に当事者相互の
努力のみにゆだねられるよりも，制度という形で他の市民からのサポートがあり一定の行動指針
が得られた方が，心強いと考える人もいるかもしれない（Wax 2005）．いずれにしても，包括
的教義の観点から婚姻の制度化が支持される理由はさまざまにありうるし，また，そうであって
よいのである．
　婚姻の公共的価値を探求するにあたり，本稿は 2 つの観点からアプローチする．一つは成人
間関係としての婚姻であり，もう一つは「子ども」が養育される場としての婚姻である．婚姻関
係は必ずしも子どもの存在をともなうとは限らず，また子どもが養育される場は実際には婚姻関
係に限られないが，長寿化と少子化の進展にもかかわらず，婚姻関係のインプリケーションとし
ての子どもの問題が重要性を失うことはない．これら 2 つの観点から考察される婚姻の公共的
意味は，オルタナティヴなパートナーシップ形態が婚姻制度に包摂されるべきかどうかをより具
体的に考察する際の参照点となるだろう．
3　成人間関係としての婚姻
　3-1　婚姻の公共的価値
　婚姻の意味という観点から，倫理学者に Wedgwood は本稿と同様リベラリズムによる典型的
議論の不十分さを指摘した上で，婚姻という制度の価値は婚姻の本質的な社会的意味を制度化に
よって安定させることにあるとする（Wedgwood 1999）．
　その議論によれば，婚姻の本質的な意味とは性的親密性，家庭における協力，関係維持への自
発的な相互コミットメントの 3 点に集約される．婚姻という制度は当事者相互に，また第三者
に対し，当該のカップルがこのような関係にあると示すことで，その社会的意味を安定させる．
それによって，当該関係の意味に関する当事者や第三者の理解に齟齬がなくなり，社会的相互行
為がスムーズになる．Wedgwood は，このような「婚姻の社会的意味」が，論争的な特定の善
の観念とは異なることを強調する．「社会的意味」とは婚姻関係における「平凡な期待」という
経験的存在であり，異なった善の観念をもつ人々の間でも共通するものと考えられるという．婚
姻制度の意味をこのように解すれば，同性カップルを婚姻から排除する理由はないというのが
Wedgwood の主張である．
　Wedgwood のこのアプローチの特徴は，婚姻に対する実質的な規範的判断を交えずに婚姻制
度の望ましい姿について議論しようとしているところにある．これはもちろん，一切の価値が議
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論から排除されているということではない．その議論は明示的に，リベラルな政治的価値から出
発しており，リベラルな政治的価値としては「平等の原理，及び，国家は論争的な善の観念を奨
励したり，そのような観念によって政策を正当化したりしてはならない」という形式的な価値は
重視されている．しかしこれら以外の，婚姻という制度をめぐる実質的な価値を意識的に排除す
るため，価値ではなく経験的な「社会的意味」，「社会的期待」に基づく議論が目指されていると
いえる．実質的価値への言及が避けられているのは，それがあくまでも包括的価値観のレベルに
位置づけられるものと捉えられているからである．そう捉えるならば，実質的な価値を婚姻制度
についての議論の中に持ち込むことはすなわち，公共性をめざすべき政治社会レベルの議論に，
より包括的な価値観を持ち込むことになってしまう．これはリベラルな原理に反するというので
ある．
　しかしなぜ，「婚姻の本質的な社会的意味」はその指摘する 3 点に集約され，それ以外の意味
は含まれるべきでないのか．Wedgwood は，婚姻とは異性間の婚姻を意味するというのが現在
の多くの人々の理解であることは間違いないが，それは婚姻の本質的な意味には含まれず，その
ため婚姻制度は同性婚を許容しうると論じる．婚姻の本質的な意味とはなぜ人々の人生にとって
婚姻が重要な意味をもつのかを説明できるものでなければならないが，婚姻が異性間のものだと
いうことは，性的な親密さ，家庭における協力，関係維持のコミットメントに比べ，その説明に
おける重要さがはるかに劣るからだという．しかし問題は，なぜ重要さの点ではるかに劣るとい
えるのかであるはずだ．経験的な意味の共有という基準でそれを示すことはできない．
　これは，婚姻制度とはどんな価値を守ろうとする制度なのかに関する議論なしに，特定の形の
パートナーシップを婚姻と認めるべきかどうかを判断することはできないということである．現
時点で人々に共有されている社会的意味のみに依存して，政治社会として家族という制度をどの
ようなものとすべきかをめぐる規範的議論は構築できないのである．Wedgwood は婚姻の実質
的価値は人々の包括的価値観に属すものでしかないと考え，実質的な価値を公共的議論に持ち込
むことはすなわち，論争的な善の観念を政治的議論に持ち込むことだと考えた．しかし家族の実
質的な価値には，包括的価値観レベルの価値だけでなく，政治社会の市民にとっての価値，すな
わち公共的価値もありうると考えれば，婚姻の実質的価値について考えることでこそ，包括的価
値観の違いを超えて，より広範囲の人々に支持されうる規範的議論への端緒となりうる．公共的
理性が目指すのはまさにこのような議論である．
　
　3-2　人格的ケア関係と婚姻制度によるメッセージ
　公共的理性の観点からみて，成人間関係としての婚姻制度の価値とは何でありうるだろう
か．この問題について，Rawls の政治的リベラリズムの枠組みを明示的に援用し考察した論考に
Brake（2010）がある．Brake によれば，政治社会の市民にとって，成人間関係としての婚姻の
価値はそれがケア関係（caretaking relationship）であることにあるという．ケア関係とは物心
両面にわたり互いをケアし合う関係であるが，ケア関係は「人の感情のあり方にとって大きな意
味をもつ個人間関係であり，ケア関係にある個人は相互の人格に関心を払い，日常的に相互行為
を行い，関係がたどってきた歴史を共有する」（1999: 327）．このような関係は「人格的ケア関
係」と呼ぶことができよう．ケアの概念は，これまで主として依存（dependency）との関連で，
東京女子大学社会学年報　第 3号／ 2015
22
子どもや高齢者，病気や障害を抱える人に対するケアという文脈で用いられてきたが，ここでの
ケア概念はより広い意味で用いられている．
　Brake によれば，非依存的（non-dependent）な成人間ケア関係を支える社会的基盤は，政治
的市民にとっての基本財と考えることができる（Brake 2010: 328）．基本財とは，人がどのよ
うな計画や指針のもとで人生を歩む場合でも一般的に必要となる財であり，さまざまな実質的自
由や機会，一定の金銭的財などをさす（Rawls 1971）．婚姻制度は成人間のケア関係を支える社
会的基盤であり，その意味で重要な公共的価値があるのだという．
　ケア関係を支える社会的（制度的）基盤が基本財だという表現はややわかりにくいかもしれな
い．Brake はここで，自尊心を支える社会的基盤を基本財の重要な要素と位置づけた Rawls に従っ
ている．市民が市民としての自尊心をもてるよう社会制度が整備されることが，「よく秩序づけ
られた社会」の市民に不可欠の 2 つの道徳的力能――自らにとっての善を構想し追求する能力
と正義に従う能力――を育む前提になるのと同様，市民相互のケア関係を支えるための社会制度
の整備もまた，この 2 つの能力の涵養に不可欠だとみるのである．
  Rawls は，人は自尊心をもててはじめて，自らの善の構想には意味があり，自分にはそれを追
求する力があると信じられるようになるとしていた（Rawls 1971）．自らの善の構想を追及する
ことのできる人々の存在こそ、正義という問いのそもそもの前提である．Brake によれば，ケア
関係によって支えられることもまた，個々人がその善の構想を追及する基盤となる．もちろん，
個々の市民の内面にかかわる自尊心そのものを政治社会が配分できるわけではなく，政治社会は
あくまでも自尊心の「社会的基盤」のよりよい整備を目指せるにすぎない．すなわち，自尊心を
生み支えるとされるさまざまなアソシエーションへの実質的な支援や，人々を自由で平等な市民
とみる政治社会のまなざしを具現化した制度の構築と運用によって，自尊心が育まれる土壌をよ
りよく整備しようとするのである．同じことが人格的ケア関係についてもいえる．他者との間で
人格的ケア関係に入ることそのものは，社会が市民に分配できるようなものではないが，人格的
ケア関係を構築し維持するためのさまざまな制度（「配偶者」の地位を与えられることで得られ
る諸権利，とりわけケアのための権利）は，人格的ケア関係を支える基盤として社会的に分配で
きる．
　人格的ケア関係が基本財の一種と考えられる理由として，Brake はケア関係がもつ 3 つの特徴
をあげる．第 1 に，誰かと人格的にケアし合う関係にあることはそれ自体，多くの人々の人生
にとって重要であること，第 2 に，誰かと人格的ケア関係にあることによって得られる精神的
健康などの利益が，人々の福利にとって決定的に重要であり，また，他では得られにくい性質の
ものであること，第 3 に，人格的ケア関係からこのような利益が得られるという関係が，一般
に広くみられることである．
　Brake はこのように，成人間関係としての婚姻を非依存的な関係も含めた広い意味での人格的
ケア関係ととらえ，次世代再生産の場としてだけではない公共的意味を婚姻に与えようとする．
しかし，婚姻の意味を広く人格的ケア関係として理解することには公共的理性に向けた一定の意
義があるといえるが，やや無理もある．基本財の概念はその定義が示すとおり，やはり何らかの
目的実現のための「手段」としての意味合いが強い．基本財とは，適切に分配されることで多く
の市民がそれぞれの善の構想を現実的によりよく追及できるようになるような財であり，基本的
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に市民が十全な意味で市民たりうるための手段である．これに対して，誰かと婚姻という人格的
ケア関係に入ることは自尊心とは異なって，それ自体，その人の善の構想のあり方に依存して重
要な意味をもったりそれほどもたなかったりするようなものである．Brake もこの点をまったく
考慮していないわけではないが，人格的ケア関係というもののこのような性質は，基本財という
概念では十分にすくい取り難いように思われる．
　むしろ，婚姻という制度の重要な意味は，婚姻制度に包摂される人々に対し，それらの人々が
他の成人との人格的相互ケア関係に入ることができ，他の市民から他者のケアを任されるに足る
市民として政治社会から認知されているのだと伝えること，そして，人格的ケア関係の形成・維
持に関して他の市民からのサポートを受けるに値する存在として認められているのだと伝えるこ
とにあると考える方が，より適切ではないだろうか．つまり，婚姻制度もまた，広い意味での自
尊心の社会的基盤の一部だとみるのである．
　Brake も指摘するように，人格的相互ケア関係は，（すべてのではないが）多くの人々にとっ
て人生に意味を与える重要な意味をもちうる．自らの善の構想を追求するとともに他の市民との
間に公正な関係を求める市民であるために，特定の他者との間で人格的ケア関係にあることが重
要な背景となりうるのであれば，他者と人格的ケア関係に入ることができ，集合体としての市民
による制度的サポートを受けるに値する市民であるという意味を人々に付与する制度（の重要な
一部）である婚姻制度の重要性もまた，相応に大きいことになる．
　もちろん，婚姻という制度に包摂される個々の人格的ケア関係の具体的な中身は，個別の関係
ごとに異なって解される．どのような関係であれば人格を認められたケア関係であるとみなせる
かの基準は，究極的には個々人ごとに異なっているだろう．婚姻という制度は，制度に包摂され
る個別具体的な関係について，そのあり方を事細かに指示するわけではない．むしろ，人格的ケ
ア関係へのパートナーおよび自らのニーズを把握し，解釈し，調整し，人生のステージに応じて
それらのニーズが変わりうることをも見据えてケア関係の歴史を築いていくことは，具体的な他
者とかかわる具体的な個々人の自由な実践と創意工夫に任されるそれらを含めて，婚姻制度に包
摂された人々は，政治社会から他者の人格的ケアを託されるのである 3)．婚姻関係はもちろん，
ここでいう人格的ケア関係が育まれることが期待される唯一の場というわけではない．しかし，
依然として重要な一部であるとはいえるだろう．
　3-3　Sandel の目的論との対比
　公共的理性をめざすこのような議論の特徴は，たとえば M. Sandel による婚姻関係の位置づけ
と比較することで，よりはっきりする．ある連邦裁判事の言葉を引用しつつ Sandel が述べると
ころによれば，婚姻の意味（Sandel の用語法では婚姻の「目的」）とは，それが「他者に対する
深い人格的コミットメントであると同時に，相互性，帯同性，親密性，誠実性，家族的関係とい
う理念の公的祝福でもある」（Sandel 2009: 258）ことにある．
　Sandel のいう「公的 public」の意味は必ずしも政治的リベラリズムにおける意味と同じでは
ないが，婚姻関係には人格的な関係であることとそのパブリックな認知との両面があるとみる点
は，ここでの議論と共通する．他方，ここで「公的祝福」の対象とされている諸価値は，ここで
問題にしている人格的ケア関係の価値に比べてより具体的であり，人々の包括的世界観のレベル
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により踏み込んでいる．Sandel はこのような価値が婚姻制度の「目的」として社会的に共有さ
れることで，望ましい婚姻制度のあり方をめぐってより適切な議論ができると主張する．
　これに対し本稿の立場は，婚姻という制度が指し示す価値をあくまでも政治的（公共的）価値
のレベルに置く．政治社会の視点からみれば，政治的価値が市民によって共有されれば十分であ
り，それ以上のものを要求することは制度を支える人々の範囲を不必要に狭めてしまうことにな
るからである．公共的理性はこのように考えることで，政治社会にとって重要な人格的ケア関係
を制度化した婚姻という制度が，より多様な世界観を生きる人々によって支えられ，より広範囲
の人々にとってレリバントなものとなることを目指す．
　ただしこれは，公共の制度を「重なり合う合意」によって支える個々の包括的世界観において
重視されている価値やその解釈を，それ自体として政治社会が「承認」することとは区別されな
ければならない（Barry 2001）．政治社会が何らかの価値を「承認」するとすれば，それはあく
までも市民が共通に受け入れられる公共的価値だからである．もちろん，包括的世界観を生きる
私たち一人ひとりにとって，婚姻という人格的ケア関係に参加するのは何よりも政治的価値の実
現のだというわけではない．人々が婚姻関係に入る理由はさまざまである．しかし，人々が政治
社会の一員としての市民の観点をとるとき，自分たちが共通に受け入れることのできる公共的価
値が婚姻制度の理由としてあることが重要なのである．
　ここで，市民間関係としての婚姻の形を政治社会がどう規定しているかが問題になってくる．
ここまでの議論によれば政治社会は，それが人格的ケア関係でありうる限り，なるべく幅広いパー
トナーシップ関係を婚姻制度によってサポートすべきだということになるだろう．では，婚姻の
公共的意味のもうひとつの柱である，子どもという存在についてはどうだろうか．成人間関係と
しての婚姻という観点からは，人格的ケア関係としてなるべく幅広い関係を婚姻制度が包摂する
ことに意義があるといえるかもしれない．しかし，婚姻関係の重要なインプリケーションである
子どもという存在が政治社会にとって重要な関心事である限り，婚姻関係が子どもに対してどう
いう影響を与えるかという考慮なしに，オルタナティヴな婚姻の形について適切に評価すること
はできないだろう．次節では，子どもという観点からみた婚姻の意味に考察を進めたい．
4　子どもという問題
　4-1　次世代再生産の公共的意味
　オルタナティヴな家族の形への反対論が根拠とする事柄のうちでも，子どもに与える悪影響に
関する懸念は強力である．成人のみを念頭におき，婚姻の自由や基本的権利，親密な人間関係に
関する自己決定の権利といったリベラルな価値に訴えてオルタナティヴなパートナーシップの婚
姻制度への包摂を擁護しようとする議論は，子どもという存在を前にしてはその力の多くを失う．
政治社会は将来の市民である子どもという存在に，直接の利害関心をもつからである．婚姻のイ
ンプリケーションとして子どもという存在がある限り――本書もまた Rawls と同じくそのよう
にみなすべきだと考えるが――子どもの問題は政治社会がどのようなパートナーシップを婚姻と
して認めうるかに関する正当な制約条件となる．
　子どもという存在が家族に課す制約条件とはどのようなものであるべきだろうか．政治社会が
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将来にわたって継続していくこと，そのために将来の政治社会の担い手が質量ともに適切に再生
産されること，このことは，政治社会がたんなるアソシエーションの一つとしてではなく政治社
会として存立するための前提であり，政治社会の一員としての私たち市民にとって重要な価値で
ある（Rawls 1997）．将来世代の育成の問題が重視されるのは，自らその一員である政治社会が
将来にわたって引き継がれていくことに，私たちが市民として価値を見出すからである．政治社
会が将来にわたって引き継がれていくためには，将来の市民としての次世代が適切に育成される
ことが必要であり，そのため，次世代の育成環境を悪化させると懸念されるような動きをなるべ
く抑制しようとするのは，市民の観点からみた場合，理に適っているだろう．
　ここで，社会の秩序ある再生産を政治的（公共的）価値，すなわち市民にとっての価値として
提示することの意味は，改めて確認されてよい．社会の秩序ある再生産が公共的価値だというこ
とは，人々にとってこれが子どもの価値のすべてだという意味ではもちろんない．政治的社会の
市民としてではなく，より広い社会的世界の住人としての人々が子どもという問題に関心を寄せ
るのは，たとえば，子どもに接する大人たちのモラルに対する問題意識からであったり，かけが
いのない自分の子どもに対する愛情からであったりする．人々にとって，子どもという存在につ
いて考えることはもちろん，「たんに」政治社会の将来の担い手の問題を考えること以上の広が
りをもっている．しかし公共的理性の試みにおいては，子どもを「たんなる」政治社会の将来の
担い手とみなす観点があえてとられる．そうすることでこそ，「市民としての」人々が拠って立
つことのできる共通基盤の探求が可能となると考えられるからである．
　オルタナティヴなパートナーシップ関係を婚姻制度に包摂することへの反対論は，そのような
パートナーシップを環境として育つ子どもに負の影響を与えることを懸念し，そのような懸念が
ある以上，婚姻制度の新たなあり方についての議論は慎重であるべきだとする．性急な改革は不
確かな社会的実験の結果を次世代に負わせることを意味し，これは次世代への責任ある態度とは
程遠いと考えるのである．このような議論は，次世代の市民の適切な再生産という政治的価値に
照らした場合，そこに含まれる適切性という概念のうち質的な側面に対応するものであり，その
かぎりで正当な主張と言いうる．
　このような主張に対して，現実としてはすでに，質的に多様なパートナーシップが許容されて
いるではないかという反論がある．現実の婚姻制度は，再生産の環境としての質という観点から
個々のパートナーシップ関係を選別したり，特定のパートナーシップ関係を質的に劣ったものと
みて婚姻と認めなかったりするものではない．当事者の年齢や性別などの制度的条件及び手続き
的条件をクリアしていれば，たとえば経済的に一定の余裕がなければ婚姻と認められないといっ
た制約は一切ない．このことは，家族の質を重要なものとして考えることと矛盾しているのでは
ないか．
　しかし，このような反論はあたらない．実際には質的に多様な家族が存在し許容されていると
いうことと，制度そのものを支持する理由として再生産の質という観点を重視することとは矛盾
しない．政治社会がある形の婚姻制度をどのような理由から公共的に支持するのかは，同時に，
政治社会が政治社会として内外に発するメッセージでもある．婚姻を社会にとって根本的に重要
な制度として位置づけ，ある形の婚姻制度を支持する理由の中で再生産の質を重視することに
よって，政治社会は，次世代への責任に関する現世代のコミットメントを表明するのである．
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　政治社会のこのような態度は，次世代育成にとって最適な環境ではないとみなされるパート
ナーシップ関係を制度から排除する議論に帰結するわけでは必ずしもない．より適切なのはむし
ろ，私たちの政治社会の将来の担い手である子どもが育つにふさわしいと考えられる最低限の条
件を満たした環境で，あらゆる子どもが育つことのできる社会の構築という理念との接合だろう．
このことは，次世代の適切な質的再生産と量的再生産の両立という観点からも論じることができ
る．
　4-2　次世代再生産の質と量
　再生産の質という問題を重視することは，政治社会の適切な量的再生産にとって一方で負の効
果を持ちうることには注意も必要である．このことは，現代社会における子どもの意味とかかわっ
ている．
　現代では子どもは選択の対象という意味を強め，その重要な背景として，子どもをもたないラ
イフスタイルが（当事者が意識的に選択したものかどうかにかかわらず）現実に広がりつつある
ことがある．このことにより，人々の視点からみて，子どもを持つことはいっそう他の考慮との
トレードオフの意味あいを強めてきた．言い換えれば，人々が子どもを持つのには子どもを持つ
ことの積極的な意味だけでは不十分であり，その他の条件やその「コスト」との兼ね合いで，子
どもをもつことが考慮される傾向が強まってきたのである．この考え方はさらに，子どもという
ものを考えるとき，親にとっての条件やコストとの兼ね合いでよりよい条件のもとで育つ見込み
があるだけでは不十分であり，子ども自身にとってもよい条件でなければならないという考え方
につながりうる．つまり子どもの意味が，子どもにかかわる大人たちにとっての条件やコストと
の関係で相対化されるだけでなく，子ども自身にとっての他の可能性との関係で相対化される傾
向が強まるということである．
　このような状況のもとで，婚姻制度を支える公共的理性において再生産の質を強調することは，
子どもが条件依存の存在となった状況を強める方向に作用するだろう．繰り返せば，次世代の再
生産の質という観点から子ども自身の福祉と，市民にとっての価値を重視しようとすることそれ
自体は，公共的価値に基づく妥当な議論といえる．しかし，現代の家族をとりまくより広い状況
を視野に入れれば，そのような議論自体が，子どもの意味そのものをますます条件依存的なもの
とし，子どもが生まれにくくなる方向に作用する力の一つとなる構図が浮かんでくる．このよう
な状況は，より根本的な意味で，政治社会の適切な再生産という価値の実現を妨げうる．このこ
とはとりわけ，顕著な少子化傾向により量的な意味での適切な再生産を自明視できなくなった先
進社会にとって無視しえない．
　以上のように見れば，婚姻の形をめぐる議論も，より根本的な意味で再生産をサポートしよう
とするものであることが重要になってくる．再生産の環境としての婚姻の質という配慮は，婚姻
を人々が再生産という協働に最も直接に参加する機会により多く開かれたものとする配慮によっ
てバランスがとられるべきだということである．もちろん，再生産は婚姻制度の中でしか行われ
えないわけではなく，再生産をあくまでも私的なものと考え制度的婚姻の外での再生産を選ぶ市
民も一定の割合で存在し続けるだろう．しかし，政治社会が将来世代の市民をはぐくむ中心的な
場の一つとして婚姻を位置づけるかぎり，婚姻制度による再生産のサポート（子どもに対して適
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切で安定した環境を提供し続けるためのサポートを含む）は重要性を失わない．このように考え
れば，婚姻制度の形に関する公共的理性は，政治社会の再生産というもっとも基本的な社会的協
働に人々が参加する機会になるべく大きく開かれたものとして，婚姻という制度を考えるべきだ
ということになるだろう 4)．
　このことと，私たちの政治社会の将来の担い手である子どもが育つにふさわしいと考えられる
最低限の条件を満たした環境で，あらゆる子どもが育つことのできる社会の構築という先の理念
とを接合すると，婚姻制度は個々の婚姻が次世代の養育環境であるに足る最低限の条件を満たす
ものである限り，非伝統的なパートナーシップもまた，その中に包摂すべきだといえる．
　再生産の質を考慮するという場合，非伝統的なパートナーシップが子どもに与える影響は，伝
統的なパートナーシップが子どもに与える影響との比較で議論されることが多い．そのような議
論でオルタナティヴなパートナーシップの婚姻制度への包摂が危惧されるとすれば，その理由は，
伝統的な婚姻関係にある親の下で育つ子どもと比較して，オルタナティヴなパートナーシップを
築く親の下で育つ子どもが相対的に不利益を被るのではないかという点にあった．しかしここで
の議論に従えば，このような「相対的」比較の重要性ははるかに小さくなる．私たちは政治社会
の市民として，子どもの育つ環境としてのパートナーシップ関係が，子どもの生育環境として政
治社会の要求する「最低条件」を満たしうるかどうかのみを考慮すればよく，親同士のどのよう
なパートナーシップ関係が子どもにとって「最適」かどうかについては，個々の親の判断により
多く委ねることができるようになる．
　4-3　生まれてきた子どもにとっての「オルタナティヴ」
　婚姻制度の形をめぐる公共的理性において，再生産の場としての条件の家族間比較という問題
の重要性が小さくなるのは，その子どもが育つ環境としてのパートナーシップのあり方を評価す
る際，生まれてくる具体的な個々の子どもに焦点を当てるからでもある．そこでは，家族一般だ
けではなく，その子どもにとってユニークな環境である特定の家族が子どもにとってもつ意味が，
子どもがその下で育つパートナーシップへの公共的配慮の対象となる．パートナーシップ関係と
親子関係を重要な核とする家族という環境は，子ども一人ひとりにとってその都度ユニークであ
り，他の環境で代えることのできないものだと私たちが考えるとすれば，子どもの視点からみて
重要なのはその家族と他の家族の比較ではなく，当該の家族としてのオルタナティヴだというこ
とになる．つまりその子どもが育つ家庭が，さまざまな現実的な考慮のもとで他に実現しうる状
況と比較して現在の状況がどう判断されるかの方が，他の家族との比較よりも重要な問題として
浮上するのである．
　子どもの福利に一般に「相対的不利益」を与えうると指摘される事柄も，その特定の親をもつ
子どもの場合にはそうではないということがありうる．母親の就労という現象を例にみてみると，
とりわけ乳幼児をもつ母親の長時間就労は子どもの発達に相対的にネガティヴな影響を及ぼしう
ることは，種々の社会調査データに基づくコンセンサスとなっているが，経済的余裕の乏しい家
庭の場合には，母親の就労による所得増は子どもにプラスになる（Huerta et al. 2011）．また，
就労が母親の重要なアイデンティティになっている場合には，子どものことを考えて就労せず子
育てに専念するよりも，選好と現状が一致した方が母親の精神健康上プラスとなり，結果的に子
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どもにとってよい環境につながることがありうる（Hakim 2000）．
　同じことが，子どもの親である成人どうしのパートナーシップについてもいえる．たとえば，
両親の離婚という経験が多くの子どもに大きな心の傷を残すことは間違いないとしても，パート
ナーシップを維持することの悪影響の方がより大きいと判断されるなら，その家族としては離婚
を選択することが子どもにとって相対的によい選択となる．同様に，もしもあるパートナーシッ
プの形をとることが，その特定の親にとって重要な意味をもっているとすれば，婚姻制度がより
開かれたものである方がそうでない場合よりも，取り換えのきかない家族の中で育つ個々の子ど
もにとって，よりよい環境を提供しうる可能性が高くなる．婚姻制度をより開かれたものとする
ことは，このような観点からも，政治社会の再生産にとってポジティヴな意味をもちうる．
　ここで改めて確認される必要があるのは，親の選好の実現という考慮が重要になるのは，あく
までも，具体的な個々の子どもに焦点を当てた場合だということである．ここでの立場は，選択
の自由や選択肢の多様性一般を擁護する包括的リベラリズムと混同されてはならない．ここで出
発点となっているのはあくまでも，政治社会の適切な再生産という政治的価値であり，婚姻の形
は子どもをもつという形で再生産という社会的協働に参加する機会に幅広く開かれたものである
必要がある，という考えである．親の選好の実現という視点は（家族的環境の子どもへの影響と
いうここでの文脈においては）あくまでも，子どもをもつという形で再生産という社会的協働に
参加することとなった人々（親）の下に生まれてきた特定の子どもの生育環境の質を考慮する際
に，はじめて重要になってくる．
　4-4　家族環境における不平等との「和解」
　いずれにしても，政治社会の適切な再生産が根本的な政治的価値であり，その価値を実現する
ために家族が一つの中心的な役割を果たすべきだとわれわれが考えるということは，私たちには
子どもの生育環境の重要な部分に関する一定の不平等を認める用意があるということである．物
質的環境としても心理的環境としても実際にはさまざまに異なる家族という存在に再生産の重要
な部分を委ねる以上，私たちはこの意味での不平等を最終的にはなくしえないものとして受け入
れなければならない（Walzer 1984）．
　このようにいうことはしかし，リベラルな政治社会の市民にとって一方で手放すことのできな
い，機会平等という価値の実現に限界があることを認めることでもある（Rawls 1971）．より保
守的な議論で繰り返し指摘されてきたように，新しい婚姻の形を認めることは，将来その婚姻関
係にある成人のもとで育つ子どもに与える影響という点で，何らかの不確実性を孕まざるをえな
い．生まれてくる子どもの預かり知らぬところで，その子どもに（単なる相対的不利益以上の）
深刻な不利益がもたらされうる可能性は，あらかじめ完全には否定できない．
　だが政治社会は必ずしも，その可能性を否定する必要はない．結果として経験されるかもしれ
ない不平等がどのようなものであるか，どのようなものとして経験されるかは，婚姻や親子関係
を制度化する政治社会のあり方によっても変わってくるからである．政治社会の市民である私た
ちは，一方で子どもの生育環境としての家族間の不平等を許容しながら，あらゆる子どもが最低
限適切な環境で育つことができるよう，さまざまに配慮することができる．
　第一に，次世代の適切な再生産という公共的価値はもちろん，虐待など明らかな問題が起こっ
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ている場合には，政治社会がむしろ積極的に家族に介入することを要求する．第二に，非伝統的
な婚姻の形を婚姻制度に包摂することは，先にもみたように，政治社会（集合的市民）からの，
非伝統的パートナーシップ関係を築く市民たちへの信頼のメッセージとしての意味をもつ．この
信頼は，これらの市民たちがその信頼に応え，次世代再生産にとってなるべくよい環境を整える
よう後押しするだろう．
　第三に，再生産の重要部分を家族に委ねることによって生じる子どもにとっての機会不平等と
いう問題は，より広く，政治社会が社会的不平等にアプローチする原理によっても緩和されうる．
たとえば Rawls の提出する「格差原理」は，自分の生まれた家族環境のような偶然の不平等によっ
て人々の間に機会格差が生じるという問題を，少なくとも部分的にカバーするものと位置づけら
れている．
　ここで重要なのは，格差原理のような平等主義的配分原理が市民にとってもつ意味である．平
等主義的な配分原理の主眼は，物質的観点から格差に介入することにあるのではない．Rawls 自
身が強調するように，偶然の不平等に対する市民たちのまなざしを平等主義的な配分原理が変え
るということの方がむしろ肝心である．政治社会がその制度的原理として格差原理を採用してい
ること，自由で平等な市民にとっての公正が格差原理を採用する理由であること，これらが制度
のあり方や公共的理性の実践の中で市民たちに明らかになっていることによって，市民たちが偶
然による取り除きえない格差と折り合いをつけることが，より容易になるのである 5)．
5　結語
　政治社会にとって重要なさまざまな価値がどのような制度的布置によって表現されうるかとい
う問題の一部として，婚姻制度を位置づけるならば，人格的相互ケア関係のサポートと，次世代
市民の適切な再生産という公共的価値に基づき，婚姻制度への多様な非伝統的パートナーシップ
の包摂を構想することができる．公共的理性によって支持された婚姻の多元化は，個人の選択や
選択肢の多様性そのものを根本価値とする包括的リベラリズムによる多元化擁護とは異なり，非
リベラルな価値観も含む多様な包括的価値観によって支持されうるものになる．
　家族の伝統を重視する包括的価値観は，市民的相互ケア関係のサポートと政治社会の適切な再
生産という価値に沿った婚姻の多元化を，人々にとって家族という場がもつ重要な価値を守るこ
とと位置づけることができる．また包括的リベラリズムの観点からは，社会の提供する選択肢が
より多様化し人々の人生選択の幅が広がるという価値と整合的なものとして，これを支持しうる
だろう．非伝統的パートナーシップの婚姻制度への公共的理性による包摂は，このようにして，
多元的社会における重なり合う合意の焦点となりうると考えられる．
［注］
1)　グローバルな視野でみれば，例えば同性婚を認める国は増加の傾向にある．しかしこのような傾
向は，その理由が適切に理解されていることを意味するものではなく，ましてや，なぜ婚姻制度に
同性婚を包摂するべきなのかに関する議論が必要でなくなったことを意味するわけでもない．現実
の制度はその妥当性に対する異議申し立ての可能性につねに開かれている．
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2)　リベラルな議論の典型に関するこの記述は Wedgewood（1999）による．
3)　もちろん，たとえば暴力など市民としての基本的安全が脅かされる状態に関しては，政治社会は
一定の正当な介入の概念と仕組みをもちうる．しかし何が拒絶すべき暴力的な関係であるかの判断
には，最終的には当事者に委ねざるをえない部分が残る．一定の「自治領域」としてのパートナー
シップの意義を重視するのであれば，このような問題について政治社会は種々の支援制度を整えな
がらも，究極的には市民としての個々人を信頼しなければならない．
4)　本稿の射程からは外れるが，再生産に対する社会的支援はもちろん，婚姻制度によってだけでな
く，家族を支える他の制度や再生産自体を直接支える制度など，さまざまな社会的制度によって行
われうるし，またそうすべきだろう．この点について仕事と家庭の両立をうたう支援制度は両義的
な意味をもつ．それ自体が再生産の条件依存性を高めてしまうという意味で，次世代再生産そのも
のを意図せず阻害しうるからである．
5)　Rawls の格差原理は社会的不平等が認められるのは社会のもっとも恵まれない人々の境遇を改善
する限りにおいてであるとする原理である．このような格差原理が政治社会の制度に具現化されれ
ば，相対的に恵まれない市民たちも，「今や社会的格差の存在は自分たちの利益になるという条件
でのみ許容されるのだから，あらゆる社会的障壁が取り払われていて自分にも他の人と同じ機会が
与えられていたならどれほどよかったかと考えて気落ちするのではなく，自らの境遇の幸運の方に
目を向けようという気になれるのである」（Rawls 1971: 512）．Rawls によれば格差原理はこのよ
うにして，恵まれない市民にも偶然による格差との「和解 reconciliation」をより容易にすることで，
より多くの市民が社会的協働の積極的な一員となるよう後押しする．
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Toward a More Inclusive Institution of Marriage: 
An Essay in Rawlsian Public Reason
KONNO, Minako
 Marriage is among the central foci of the daily lives of many people, serving as the 
source of valuable interpersonal connection. In many ways, ranging from material condi-
tions to subjective identity, marriage defines our existence. The ways in which individuals 
experience their own marriage is significantly affected by the ways in which our political so-
ciety institutionalizes this practice (i.e., how it situates, defines, supports, or regulates it). 
Indeed, whether and how marriage should be institutionalized to meet the needs of a par-
ticular historical period has been the subject of recurring debate. Examples of such contro-
versies include the introduction of the option of separate surnames for Japanese husbands 
and wives or of same-sex or polygamous marriage in the broader context. 
 Do we, as citizens of a liberal democratic political society, have reason to believe 
that non-traditional forms of marriage should be included in the institution of marriage? 
Liberalism has been a major force in the effort to answer this question in the affirmative, 
but it has failed to offer a sufficiently persuasive public argument thus far, leaving the con-
flict between its views and more conservative positions unresolved. Political liberalism, 
which has been developed in its most comprehensive form by political philosopher John 
Rawls, points to the possibility of constructing an argument that supports the institutional 
inclusion of alternative forms of marriage in pluralist liberal democracies that can be en-
dorsed by individuals with diverse and incompatible worldviews. Thus, this paper presents 
an argument based on public reason that aims to overcome the limitations of more compre-
hensive liberalism.
Keywords: institution of marriage, non-traditional partnership, political liberalism 
